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１ 地方公会計制度の概要について

（１） 統一的な基準による公会計について

現在の地方公共団体の会計は単年度における現金の収支を管理する「現金主義会計」が

採用されており、決算書もこれに基づいて作成されています。

この現金主義会計では、これまでに整備した資産の状況や、今後返済するべき負債（地

方債等）残高などのストック情報がわかりにくりという課題があったことから、全国の地

方公共団体では総務省からの指針に基づき、「総務省方式改訂モデル」や「基準モデル」、

「東京都方式」など複数の方式により財務書類を作成してきました。

しかしながら、複数の作成方式があることで、地方公共団体間の比較が困難であるとい

った課題があるほか、多くの地方公共団体においては、決算統計によるデータを活用した

簡便な方法による作成方式が主流となっており、本格的な複式簿記・発生主義の導入が進

まないといった課題がありました。

このような状況の中、平成２７年１月に総務省から「統一的な基準による地方公会計マ

ニュアル」が示され、平成２９年度までにすべての地方公共団体がこの統一的な基準によ

る財務書類を作成することとなりました。

志木市では、平成２８年度決算より統一的な基準による財務書類を作成し、公表するこ

ととしました。

（２） 統一的な基準の特徴

「総務省方式改訂モデル」は、既存の決算統計情報を活用して、土地や建物などの資産

評価を行い、段階的に固定資産台帳を整備しながら公共資産の評価を行っていく方法です。

これに対し、「基準モデル」は最初に全ての固定資産の洗い出しを行い、その資産価値

を把握したうえで、個々の取引情報を発生主義により複式記帳して財務書類を作成する方

法です。そのため、次年度以降の固定資産増減を明確に把握できる特徴があります。

この「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の良い特徴を併せ持ったのが「統一的

な基準」といえます。
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（３） 財務書類の概要

財務書類は次の４表から構成されています。

■貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）
年度末時点での資産や負債などのストック情報を表しており、資産と負債・純資産の合

計額が同額になります。

貸借対照表では、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、負

債は将来世代の負担を、純資産は現在までの世代の負担を表しています。

■行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）
行政コスト計算書とは、１年間のうち資産形成につながらない行政サービスに要した費

用と、その財源としての収入（税収、国県支出金等を除く）を示した一覧表で、市の収支

の状況を表しています。

行政コスト計算書は民間企業における損益計算書にあたるものです。

■純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）
貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、１年間でどのように変動したか、あ

るいはその内部構成がどのように変動したかを表している計算書です。

純資産変動計算書は民間企業における株主資本等変動計算書にあたるものです。

■資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）
１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し残高を表示

したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表しています。

業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出されるもの

投資活動収支：学校、道路などの資産形成や貸付金などの収入・支出など

財務活動収支：地方債などの収入・支出など
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（４） 財務書類の相互関係

年度末時点の情報を示す貸借対照表と、年度内の動きを示す行政コスト計算書、純資産

変動計算書、資金収支計算書は、以下のとおりそれぞれが相互に連動しています。

■貸借対照表の現金預金は、資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致します。

■貸借対照表の純資産は、純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致します。

■行政コスト計算書の純行政コストは、純資産変動計算書の純行政コストと一致します。

＜行政コスト計算書＞

資産 負債 経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純資産 純行政コスト

＜純資産変動計算書＞

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末純資産残高

＜貸借対照表＞

＜資金収支計算書＞

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

うち

現金

預金
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２ 志木市の財務書類について

（１） 対象とする範囲

財務書類は、一般会計等、全体、連結の３つの範囲があります。志木市におけるそれぞ

れの財務書類の対象範囲は以下のとおりです。

（２） 作成基準日

財務４表の作成基準日は、会計年度の最終日である令和４年３月３１日としています。

なお、出納整理期間（令和４年４月１日から令和４年５月３１日）の出納については、

作成基準日までに終了したものとして取り扱っています。

連結財務書類

一部事務組合等

○朝霞地区一部事務組合
○志木地区衛生組合
○埼玉県市町村総合事務組合
○彩の国さいたま人づくり広域連合
○埼玉県後期高齢者医療広域連合
○公益財団法人志木市文化スポーツ振興公社
○社会福祉法人朝霞地区福祉会

一般会計等
財務書類

全体財務書類

一般会計等

○一般会計

特別会計

○国民健康保険特別会計
○志木駅東口地下駐車場事業特別会計
○介護保険特別会計
○後期高齢者医療特別会計

公営企業会計

○水道事業会計
○下水道事業会計
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（３） 一般会計等財務書類

≪貸借対照表≫
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（主な勘定科目の内容）

○固定資産

事業用資産・・・・・公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産

（例：庁舎、学校、公営住宅、図書館など）

インフラ資産・・・・社会基盤となる資産

（例：道路、橋りょう、公園など）

物品・・・・・・・・車両、物品など

投資及び出資金・・・有価証券、出資金など

基金・・・・・・・・流動資産に区分される以外の目的基金

（志木市においては財政調整基金以外の基金）

○流動資産

未収金・・・・・・・税金や使用料などの未収金

短期貸付金・・・・・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

基金・・・・・・・・財政調整基金

徴収不能引当金・・・未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの

○固定負債

地方債・・・・・・・市が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のもの

長期未払金・・・・・地方自治法２１４条に規定する債務負担行為で確定債務とみなさ

れるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの

以外

退職手当引当金・・・年度末に在籍している職員全員が退職すると仮定した場合に必要

となる退職金の額

○流動負債

１年以内償還予定地方債・・市が発行した地方債のうち、１年以内に償還予定のもの

未払金・・・・・・・・・・特定の契約により既に確定している債務のうち、支払が

済んでいないもの

賞与等引当金・・・・・・・基準日時点までの期間に対応する期末・勤勉手当及び福利

厚生費

預り金・・・・・・・・・・基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る

見積負債
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≪行政コスト計算書≫
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（主な勘定科目の内容）

○経常費用

業務費用

人件費・・・・・・・職員給与や議員報酬など

物件費等・・・・・・消耗品や委託料、施設等の維持補修に係る経費や固定資産の

減価償却費など

その他の業務費用・・支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度過誤納還付など

移転費用

補助金等・・・・・・各種負担金や補助金など

社会保障給付・・・・生活保護費や医療給付などの社会保障費

他会計への繰出金・・特別会計への資金移動など

その他の移転費用・・補償及び賠償金など

○経常収益

使用料及び手数料・・公共サービス等の対価として使用料等の形で徴収する金銭

その他・・・・・・・過料、預金利子、営業外収益など

○臨時損失・・・・・・・・資産除売却損など

○臨時収益・・・・・・・・資産売却益、受取配当金など
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≪純資産変動計算書≫

（主な勘定科目の内容）

○財源

税収等・・・・・・・・市税や地方交付税、地方譲与税など

国県等補助金・・・・・国庫支出金及び都道府県支出金など

○固定資産等の変動・・・・有形固定資産、基金など将来世代に対する資産形成の状況

○資産評価差額・・・・・・有価証券等の評価差額

○無償所管換等・・・・・・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など
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≪資金収支計算書≫
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（主な勘定科目の内容）

○業務活動収支

業務支出・・・・・・・人件費や物件費、補助費など

業務収入・・・・・・・市税や使用料、手数料など

臨時支出・・・・・・・行政サービスを行う中で、臨時的に支出されるもの

（災害復旧事業費など）

臨時収入・・・・・・・行政サービスを行う中で、臨時的に収入されるもの

（資産の売却に伴う収入など）

○投資活動収支

投資活動支出・・・・・公共施設や道路整備などの資産形成、貸付金など

金融資産形成に支出したもの

投資活動収入・・・・・公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入など

○財務活動収支

財務活動支出・・・・・地方債元金の償還

財務活動収入・・・・・地方債発行による収入
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（４） 全体財務書類

≪貸借対照表≫
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≪行政コスト計算書≫
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≪純資産変動計算書≫
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≪資金収支計算書≫
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（５） 連結財務書類

≪貸借対照表≫
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≪行政コスト計算書≫



18

≪純資産変動計算書≫
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≪資金収支計算書≫
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（６） 財務書類から分かる財務指標

本市の一般会計等財務書類、全体財務書類から分かる財務指標について、以下のとお

り算出しています。

【資産形成度】

○住民一人あたり資産額（資産合計額 ÷ 人口）

将来世代に残る資産がどのくらいあるかを、住民一人あたりとして算出したもので

す。

※人口は当該年度末（３月３１日）時点の数値を使用

（令和３年度：７６，３７４人 令和２年度：７６，６０１人）

○有形固定資産減価償却率

（減価償却累計額 ÷ 土地を除く有形固定資産取得価額 × １００）

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算

することで、資産の取得からどの程度経過しているのかを示します。

数値が１００％に近いほど資産の減価償却が進んでいるということになります。

○歳入額対資産比率（資産合計額 ÷ 歳入総額）

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することで、これまで形成された資

産が何年分の歳入に相当するのかを示します。

※歳入総額は資金収支計算書の各区分の収入と前年度末資金残高の合計

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ８０９，４８４円 ７５３，７８１円

全体 １，１７８，６７５円 １，１６０，１１６円

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ６１．４％ ６０．７％

全体 ４９．１％ ４７．７％

令和３年度 令和２年度

一般会計等 １．８年 １．６年

全体 １．８年 １．７年
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【世代間公平性】

○純資産比率（純資産合計額 ÷ 資産合計額 × １００）

資産全体に対する過去及び現世代が負担してきた割合を示します。

○社会資本形成の世代間比率

（（地方債 ＋ １年内償還予定地方債）÷ 有形固定資産 × １００）

資産全体に対する将来負担すべき割合を示します。

【持続可能性】

○住民一人あたり負債額（負債合計額 ÷ 人口）

将来世代が負担しなくてはならない負債がどの程度あるかを、住民一人あたりと

して算出したものです。負債には臨時財政対策債なども含まれています。

※人口は当該年度末（３月３１日）時点の数値を使用

（令和３年度：７６，３７４人 令和２年度：７６，６０１人）

○地方債の償還可能年数

（（地方債 ＋ １年内償還予定地方債）÷ 業務活動収支）

地方債を恒常的に確保できる資金である業務活動収支の額で返済した際に、何年で

返済できるかを示します。地方債残高が増加すると償還可能年数が増加します。

業務活動収支が０以下となる場合は、ハイフン（－）で表示しています。

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ６１．５％ ６４．１％

全体 ５３．２％ ５５．２％

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ３９．７％ ３５．８％

全体 ３４．３％ ３１．８％

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ３１１，７８５円 ２７０，８７２円

全体 ５５２，１５４円 ５１９，２３２円

令和３年度 令和２年度

一般会計等 １３．８年 －

全体 － ８５．７年
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【弾力性】

○行政コスト対財源比率（純経常行政コスト ÷ 財源 × １００）

税収等の財源に対して、どれだけ資産形成を伴わない行政コストに消費されたのか

を示します。比率が１００％を下回っている場合には、翌年度以降へ引き継ぐ資産が

蓄積されたことを表し、１００％を上回っている場合には過去から蓄積した資産を取

り崩したことを表します。

【自律性】

○受益者負担割合（経常収益 ÷ 経常費用 × １００）

行政サービスの提供に対する受益者の負担割合を示します。公営企業会計などは独

立採算性の考え方の影響から、一般的に数値が高くなる傾向にあります。

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ９６．２％ １００．６％

全体 １０４．２％ ９９．７％

令和３年度 令和２年度

一般会計等 ２．３％ ２．２％

全体 ７．２％ ６．９％


